
【社会保障４経費その他社会保障政策に要する経費】 （単位：千円）

国・県
支出金

市債 その他

引上げ分の
地方消費税
（社会保障
財源化分の
市町村交付

金）

その他

特別障害者手当等運営事業 95,208 71,137 0 0 3,429 20,642

自立支援給付事業 2,623,820 1,964,641 0 0 94,861 564,318

障害児支援事業 239,248 178,884 0 0 8,727 51,637

各種扶助費 1,904,728 1,399,350 0 43,821 66,496 395,061

老人福祉施設入所等措置事業 247,023 0 0 43,453 29,300 174,270

児童手当支給費 1,787,505 1,517,492 0 0 38,858 231,155

児童扶養手当支給事業 570,076 188,825 0 180 54,859 326,212

小　　　　計 7,467,608 5,320,329 0 87,454 296,530 1,763,295

国民健康保険事業（事業勘定） 883,004 505,065 0 0 54,444 323,495

後期高齢者医療保険事業 1,886,423 284,243 0 1 230,658 1,371,521

介護保険事業 2,275,611 0 0 0 327,597 1,948,014

小　　　　計 5,045,038 789,308 0 1 612,699 3,643,030

予防接種事業 241,054 2,027 0 0 34,391 204,636

健康診査事業 208,133 3,970 0 0 29,404 174,759

重度心身障害(児)者医療給付事業 251,071 124,592 0 0 18,182 108,297

子育て支援医療給付事業 426,341 123,768 0 0 43,638 258,935

ひとり親家庭等医療給付事業 56,516 28,081 0 0 4,156 24,279

小　　　　計 1,183,115 282,438 0 0 129,771 770,906

13,695,761 6,392,075 0 87,455 1,039,000 6,177,231

 保健衛生

合　　　　計

※地方消費税交付金(社会保障財源化分)は、各事業に要した一般財源の比率に応じ按分して充当しています。

平成３１年度予算　引上げ分の地方消費税
（社会保障財源化分の市町村交付金）充当状況

区  分 事  業  名 事業費

財　源　内　訳

　　平成26年4月から消費税率(国・地方)が5%から8%に引上げられたことに伴い、地方消費税交付金の
　増収分については、使途を明確化し、社会保障4経費(年金、医療、介護、子育て)及びその他社会
　保障施策に要する経費に充てるものとされています。
 　本市の平成31年度一般会計当初予算における社会保障関連経費への充当状況は、以下のとおりです。

特　定　財　源 一　般　財　源

 社会福祉

 社会保険


